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経営成績 
 
１．２００６年度第３四半期連結決算について 
(1)連結決算の概要 
 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆４，８８３億円 （１１０％） 
営 業 利 益 ６１５億円 （１５７％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ６２６億円 （１０５％） 
少数株主持分控除前利益 ２６３億円 （１０９％） 
当 期 純 利 益 １２億円 （ ２３％） 

 
当四半期において、米国経済は、住宅投資が引き続き減速したものの、個人消費が堅調であ
り、底堅く推移しました。アジア経済は、中国が高い成長率を維持したこと等から好調であり、
また、欧州経済も緩やかに成長し、世界経済全体としては、堅調に推移しました。 
 日本経済については、個人消費が伸び悩んだものの、企業収益の改善が続く中で、設備投資
が増加し、全体としては堅調に推移しました。 

 
このような状況下、当グループでは、注力事業への積極的な投資を進めるとともに、継続的
な事業構造改革を推進することで、連結ベースでの競争力強化に向けて取り組んでまいりまし
た。 
当四半期には、注力事業である薄型テレビにおいて、プラズマディスプレイパネルを生産し
ている富士通日立プラズマディスプレイの三番館で量産を開始し、パネル生産のコスト低減を
推進しています。また、事業再編では、車載情報システム事業の強化を目的に、クラリオン(株)
の株式の公開買付けを行い、同社を子会社化しました。さらに、原子力事業の世界的な戦略提
携として、ＧＥ社と日本及び米国に共同出資の新会社を設立することで合意しました。 

 
当四半期の当社の連結べースの売上高は、ソフトウェア／サービスやストレージ関連製品が
好調であった情報通信システム部門、自動車機器や日立建機等が伸長した電力･産業システム部
門、また、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料を中心に伸長した高機能材料部門等が
前年同期を上回り、全体としては、１０％増の２兆４，８８３億円となりました。 

 
海外売上高は、当グループが注力している中国を中心に、情報通信システム部門、電力･産業

システム部門、高機能材料部門等が前年同期を上回り、前年同期比１３％増の 
１兆０，６７７億円となりました。連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比１ポイ
ント上昇し、４３％となりました。 
 
営業利益については、デジタルメディア･民生機器部門が営業損失を計上したものの、情報通
信システム部門、電子デバイス部門、電力･産業システム部門等が増益となり、全体としては、
前年同期比５７％増の６１５億円となりました。 

 
営業外収益は、有価証券損益等の減少により、前年同期比５２％減の１４３億円となり、 
営業外費用については、前年同期比４１％増の１３２億円となりました。 

 
これらの結果、税引前当期純利益は、前年同期比５％増の６２６億円となりました。法人税
等３６３億円を差し引いた少数株主持分控除前利益は２６３億円となり、当期純利益は前年同
期比７７％減の１２億円となりました。 
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(2)部門別売上高・営業損益の概況 
 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ５，８２７億円 （１１４％）

営 業 利 益 ６４億円 （  ―  ）

 

情報通信システム部門の売上高は、ソフトウェア／サービスは、ソフトウェアや金融機関向

けを中心としたサービスが好調であり、ハードウェアは、ハードディスクドライブや通信機器、 

ＡＴＭ等が伸長したことから、部門全体では前年同期比１４％増の５，８２７億円となりまし

た。 

  営業利益については、ハードディスクドライブの赤字が増加したものの、ソフトウェアや 

ＡＴＭが増益となったこと等により、部門全体では、前年同期の５億円から６４億円に伸長し

ました。 
(注) ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ(日立

ＧＳＴ)が行っており、３月決算会社である当社の２００６年度第３四半期決算においては、日立ＧＳＴ
の２００６年７－９月の数値を計上しています。 

 
[電子デバイス] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，０５９億円 （１０３％）

営 業 利 益 １５３億円 （２３６％）

 
電子デバイス部門の売上高は、ディスプレイがテレビ用大型液晶を持分法適用会社であるIPS
アルファテクノロジへ移管した影響等により減収となりましたが、日立ハイテクノロジーズが
好調であり、前年同期並みの３,０５９億円となりました。 
営業利益については、ディスプレイが黒字となり、また、日立ハイテクノロジーズが増益と
なったことから、前年同期比１３６％増の１５３億円となりました。 
 
[電力･産業システム] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ６，７６９億円 （１１２％）

営 業 利 益 ２７７億円 （２１４％）

 

電力･産業システム部門の売上高は、自動車関連機器や昇降機等が増加したほか、日立建機が
海外市場向けを中心に好調であったことから、部門全体では前年同期比１２％増の 
６，７６９億円となりました。 
営業利益については、日立建機が好調であり、また、昇降機等が増益となったことにより、
前年同期比１１４％増の２７７億円となりました。 
(注) ２００６年４月１日より日立空調システム（電力・産業システム部門）と日立ホーム・アンド・ライフ・

ソリューション（デジタルメディア・民生機器部門）が合併して発足した日立アプライアンスは、デジタ

ルメディア・民生機器部門に区分されています。 

 
[デジタルメディア･民生機器] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，７１７億円 （１０３％）

営 業 損 失 △１９０億円 （  －  ）
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デジタルメディア･民生機器部門の売上高は、価格下落の影響により、プラズマテレビや 
ＤＶＤレコーダー等のデジタルメディア製品が減収となったものの、昨年４月に日立空調シス
テムと日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューションが合併した影響や白物家電が伸長したこ
とにより、部門全体では前年同期比３％増の３，７１７億円となりました。 
営業損益については、薄型テレビやＤＶＤレコーダー等の赤字が増加したことにより、 
１９０億円の営業損失となりました。 
 
[高機能材料] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ４，６８５億円 （１１３％）

営 業 利 益 ３６１億円 （１１７％）

 

高機能材料部門の売上高は、日立化成工業が半導体関連分野を中心に増加し、日立金属も 

自動車関連分野を中心として好調に推移したほか、日立電線も電線･ケーブルを中心に伸長した

ことにより、部門全体では前年同期比１３％増の４，６８５億円となりました。 

営業利益については、日立化成工業が減益となったものの、日立金属、日立電線が好調に 
推移したことから、前年同期比１７％増の３６１億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 ３，２９４億円 （１０４％）

営 業 利 益 ３２億円 （２９１％）

 

物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流が堅調に推移し、部門全体では前年同期比４％
増の３，２９４億円となりました。 
営業利益については、日立物流が増益となったこと等により、前年同期比１９１％増の３２
億円となりました。 

 

[金融サービス] 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比）

売 上 高 １，３０４億円 （１０３％）

営 業 利 益 ６２億円 （ ６５％）

 

金融サービス部門の売上高は、前年同期比３％増の１，３０４億円となりました。 
営業利益については、前年同期比３５％減の６２億円となりました。 

 
 
(3)国内・海外売上高の概況 
 

  ２００６年度第３四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 １兆４，２０６億円 （１０８％） 
海 外 売 上 高 １兆０，６７７億円 （１１３％） 

う ち ア ジ ア ４，７８７億円 （１１７％） 
う ち 北 米 ２，７８１億円 （１０９％） 
う ち 欧 州 ２，１９８億円 （１１１％） 
そ の 他 の 地 域 ９１０億円 （１０６％） 
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 当四半期の国内売上高は、前年同期比８％増の１兆４，２０６億円となりました。 
海外売上高は、ハードディスクドライブ、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料、 
日立建機等が伸長したことから、前年同期比１３％増の１兆０，６７７億円となりました。 
この結果、連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比１ポイント上昇し、４３％と
なりました。 

 

(4)財政状態 
 
 

  

 総資産は、事業再編や棚卸資産の増加等により、２００６年９月中間期末比４，７６３億円
増の１０兆７，５３８億円となりました。有利子負債は、２００６年９月中間期末比 

３，９５４億円増の２兆９，９８６億円となりました。株主資本は、２００６年９月中間期
末比２３３億円増の２兆４，２４３億円となりました。これにより、株主資本比率は、 
２００６年９月中間期末比０．９ポイント悪化し、２２．５％となりました。 
Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む)は、主としてクラリオン（株）、ＮＥＯＭＡＸ等の株式

取得などの事業再編資金支出等による有利子負債の増加により、０．８６倍となりました。
今後はグローバル資金プーリング制度のさらなる活用、売掛金の入金促進、棚卸資産の縮減
等、資産効率の向上をさらに進めることにより、２００７年３月末は０.８倍以下のＤ／Ｅ
レシオ(少数株主持分含む)の維持を計画しています。 
 
(5)キャッシュ・フローの状況 

 

 ２００６年度第３四半期 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー △５０１億円 ( △４５６億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △２，９７２億円 ( △１，６２１億円 ）

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △３，４７３億円 ( △２，０７７億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー ２，９３３億円 (  ２，４９７億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ･フローは、前年同期比で    
４５６億円支出額が増加し、５０１億円の支出となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、クラリオン（株）、ＮＥＯＭＡＸ等の株式取得など
により、前年同期比で１，６２１億円支出額が増加し、２，９７２億円の支出となりました。 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを
合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比で２，０７７億円悪化し、３，４７３億円
の支出となりました。 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、借入金が増加したこと等から、前年同期比で 
２，４９７億円収入額が増加し、２，９３３億円の収入となりました。 
 
 

 ２００６年度第３四半期末 ( 中間期末比増減 ）

総 資 産 １０兆７，５３８億円 ( ４，７６３億円 ）

負 債 合 計 ７兆２，４９８億円 ( ４，３７７億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆９，９８６億円 ( ３，９５４億円 ）

少 数 株 主 持 分 １兆０，７９７億円 ( １５２億円 ）

株 主 資 本 ２兆４，２４３億円 ( ２３３億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２２．５％ ( ０．９ ポイント悪化 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８６倍 ( ０．１１ポイント悪化 ）
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２．２００６年度第３四半期までの９ヵ月通算の状況について 

(1)連結決算の概要、部門別売上高・営業損益の概況 
  ■連結決算の概要 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比）

売 上 高 ７兆２，５９２億円 （１０９％）

営 業 利 益 ８１４億円 （ ７０％）

税 引 前 当 期 純 利 益 ８８４億円 （ ６２％）

少数株主持分控除前利益 (損失) △８４億円 （  －  ）

当 期 純 利 益 ( 損 失) △７６８億円 （  －  ）
   
■部門別売上高の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
売 上 高 ７兆２，５９２億円 （１０９％） 
情報通信システム １兆７，３０５億円 （１１０％） 
電子デバイス ９，５１８億円 （１０８％） 
電力･産業システム １兆９，５７７億円 （１０４％） 
デジタルメディア・民生機器 １兆１，３０４億円 （１１６％） 
高機能材料 １兆３，３８８億円 （１１４％） 
物流及びサービス他 ９，４０３億円 （１０６％） 
金融サービス ３，９４１億円 （１０２％） 
小計 ８兆４，４３９億円 （１０９％） 
消去又は全社 △１兆１，８４７億円 （  －  ） 

 
■部門別営業損益の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
営 業 損 益 ８１４億円 （ ７０％） 
情報通信システム ２０３億円 （ ８６％） 
電子デバイス ３９４億円 （２５１％） 
電力･産業システム △１７６億円 （  －  ） 
デジタルメディア・民生機器 △５３５億円 （  －  ） 
高機能材料 ９９９億円 （１２７％） 
物流及びサービス他 １１２億円 （１４０％） 
金融サービス ２２０億円 （ ８６％） 
小計 １，２１９億円 （ ７３％） 
消去又は全社 △４０５億円 （  －  ） 

 
当四半期を含む９ヵ月における世界経済は、原材料価格の高騰等の影響が懸念されたものの、
米国経済や欧州経済が底堅く推移し、アジアも中国を中心に好調であったことから、全体とし
ては、堅調に推移しました。 
 また、日本経済についても、設備投資や個人消費が増加したこと等により堅調に推移しまし
た。 

 
このような状況下、当四半期を含む９ヵ月における当社の連結べースの売上高は、ストレー
ジ関連製品が伸長した情報通信システム部門のほか、薄型テレビ等が伸長したデジタルメディ
ア･民生機器部門、エレクトロニクス及び自動車関連の部品･材料が好調であった高機能材料部
門等が前年同期を上回り、全体としては９％増の７兆２，５９２億円となりました。 
営業損益については、電子デバイス部門や高機能材料部門等が伸長したものの、電力･産業 
システム部門、デジタルメディア･民生機器部門が営業損失を計上したことにより、前年同期比 
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３０％減の８１４億円となりました。 
 
営業外収益は、有価証券損益等の減少により、前年同期比８％減の５２４億円となり、営業

外費用については、前年同期比４２％増の４５４億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比３８％減の８８４億円、法人税等９６８億円

を差し引いた少数株主持分控除前損失は８４億円となりました。当期純損失は、前年同期比 
７１３億円悪化の７６８億円となりました。 
 
(2)国内・海外売上高の概況 
 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 ４兆２，４０９億円 （１０５％） 
海 外 売 上 高 ３兆０，１８３億円 （１１５％） 

う ち ア ジ ア １兆３，６９９億円 （１２１％） 
う ち 北 米 ７，９２３億円 （１１１％） 
う ち 欧 州 ６，００２億円 （１１２％） 
そ の 他 の 地 域 ２，５５７億円 （１０８％） 

 

国内売上高は、前年同期比５％増の４兆２，４０９億円となりました。 

海外売上高は、ハードディスクドライブやエレクトロニクス関連部品･材料等が中国市場を中

心に伸長したほか、日立建機が北米、欧州市場を中心に前年同期を上回ったことから、前年同

期比１５％増の３兆０，１８３億円となりました。 

この結果、連結売上高に占める海外売上高比率は、前年同期比３ポイント上昇し、４２％と

なりました。 

 
(3)キャッシュ・フローの状況 
 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー １，２７３億円 ( △８９２億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △６，０４９億円 ( △２，１４３億円 ）

フリー・キャッシュ・フロー △４，７７５億円 ( △３，０３５億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー ４，１５４億円 (  ４，０９５億円 ）

 

キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、前年同期比で    

８９２億円収入額が減少し、１，２７３億円の収入となりました。 

投資活動に関するキャッシュ･フローは、子会社株式の取得等によって、前年同期比で 

２，１４３億円支出額が増加し、６，０４９億円の支出となりました。 

これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを
合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比で３，０３５億円悪化し、４，７７５億円
の支出となりました。 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、借入金が増加したこと等から、前年同期比で 
４，０９５億円収入額が増加し、４，１５４億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期を含む９ヵ月間に５３８億円減少し、   
６，０４４億円となりました。 
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２００７年３月期連結決算の見通し 
 

 ２００７年３月期 (従来見通し比) （前 期 比）

売 上 高 ９兆７，４００億円 変 更 な し （１０３％）

営 業 利 益   １，８００億円 同 上 （ ７０％）

税 引 前 当 期 純 利 益   １，６００億円 同 上 （ ５８％）

少数株主持分控除前利益 ２５０億円 同 上 （ ２１％）

当 期 純 利 益 ( 損 失) △５５０億円 同 上 （  －  ）
 
 
当社では、今後の世界経済の動向について、米国経済は、住宅投資が減速するものの、個人
消費や設備投資に支えられて底堅く推移し、アジア経済についても、中国経済が引き続き好調
に推移するものと見込んでいます。また、欧州経済も緩やかな成長が継続すると予測しており、
全体としては、堅調に推移する見込みです。 
 日本経済については、米国向けを中心とした輸出の鈍化や設備投資の減速等により、景気拡
大が鈍化するものの、個人消費に支えられ底堅く推移すると見込んでいます。 
 
  このような環境のもと、当グループの２００７年３月期の業績は、２００６年１０月３１日
に行った２００６年９月中間期決算発表時点と同じ、上記の水準を見込んでいます。 
 今後当社としては、注力事業への積極的な投資を進めるとともに、継続的な事業構造改革の
推進により、競争力の強化を図っていきます。 

特に、ハードディスクドライブ、薄型テレビ事業については、現在進めている業績改善施策

を推進することで、早期の改善を図っていきます。また、車載情報事業においては、２００６

年１２月にクラリオン(株)を子会社化するとともに、２００７年１月には日立の子会社である

ザナヴィ･インフォマティクスをクラリオン(株)の子会社とするなど、注力事業の強化に向けた

積極的な施策を展開していきます。 
また、電力事業に関しては、原子力発電所でのタービンの損傷の原因が特定され、運転再開

に向けた対策を推進中です。 
なお、第４四半期の為替レートは、１１７円／ドル、１５０円／ユーロを想定しています。 

 
 

(注) 本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえま

す。その要因のうち、主なものは以下の通りです。 
 

• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及び
デジタルメディア・民生機器部門) 

• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社の能
力 

• 急速な技術革新(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア･民生機器部門) 
• 為替相場変動(特に円／ドル相場) 
• 製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力 
• 主要市場(特に日本、米国及びアジア)における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタ
ルメディア･民生機器部門) 

• 当会社、子会社又は持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続 
• 製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等 
• 事業構造改善施策の実施 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 資金調達環境(特に日本) 
• 日本の株式相場変動 

以 上 
 


